
愛知県田原市 

●発表日：平成 29 年（2017 年）8 月 23 日 

平成２９年田原市議会第３回定例会提出議案について 

 

平成２９年田原市議会第３回定例会を招集し、次の議案を提出します。 

 なお、議案が必要な方は、お手数ですが総務課総務係までお越しください。 

 

平成２９年田原市議会第３回定例会提出議案 

 
１ 告示 平成２９年８月２１日（月） 
 
２ 議会 平成２９年９月１日（金）～２２日（金） 
 

３ 議案数  １６件 

 人事   １件 

条例   ３件（新設１件、一部改正２件） 

単行   １件 

予算   ３件（補正予算３件） 

決算   ８件 

 

※詳細は別紙のとおり 

 

 （担当）総務課総務係 課長補佐兼総務係長 川口 電話（0531）23-3506 
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１ 

平成２９年田原市議会第３回定例会提出議案等 

告示 平成２９年８月２１日  議会 平成２９年９月１日 

議案 

番号 
議 案 名 担当課 備        考 

70 

教育委員会委員の任命

について 

人事課  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

4条第2項の規定により、教育委員会委員の任命

について議会の同意を求めるもの。 

 住  所  田原市赤羽根町天神瀬古31番地 

 氏  名  太 田 孝 雄 

 生年月日  昭和29年4月22日 

71 

田原市赤羽根診療所の

設置及び管理に関する

条例について 

健康課 平成30年4月1日から開業する田原市赤羽根

診療所について、地方自治法第 244 条の 2 第 1

項の規定に基づき、設置及び管理に関する条例を

制定するもの。 

施行期日は、平成30年4月1日。 

72 

田原市都市公園条例の

一部を改正する条例に

ついて 

街づくり推

進課 

都市公園法の一部改正に伴い、法律を引用して

いる条文の語句の改正等を行うもの。 

施行期日は、公布の日。 

73 

田原市市営住宅の設置

及び管理に関する条例

の一部を改正する条例

について 

建築課 公営住宅法施行令及び公営住宅法施行規則の

一部改正に伴い、施行令及び施行規則を引用して

いる条文の語句の改正を行うもの。 

施行期日は、公布の日。 

74 

債権の放棄について 街づくり推

進課 

地方自治法第 96 条第 1 項第 10 号の規定によ

り、田原駅南公共駐車場使用に係る賃料相当損害

金請求権の放棄について議会の議決を求めるも

の。 

債務者 

氏    名 山田寿夫 

住民票上住所 愛知県刈谷市恩田町 1 丁目

162番地4 

居    所 不明 

放棄する債権の額 814,000円 

75 

平成 29 年度田原市一

般会計補正予算（第 2

号） 

財政課 歳入歳出予算 

補正前 27,984,302千円 

補正額    557,539千円 

補正後 28,541,841千円 

債務負担行為の補正（2項目） 

76 

平成 29 年度田原市国

民健康保険特別会計補

正予算（第1号） 

保険年金課 歳入歳出予算 

補正前 9,224,939千円 

補正額     10,929千円 

補正後 9,235,868千円 
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２ 

 

  

77 

平成 29 年度田原市介

護保険特別会計補正予

算（第1号） 

高齢福祉課 歳入歳出予算 

補正前 4,601,156千円 

補正額   169,041千円 

補正後 4,770,197千円 

78 

平成 28 年度田原市一

般会計歳入歳出決算認

定について 

財政課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入 30,660,050,827円 

歳出 29,387,618,400円 

79 

平成 28 年度田原市国

民健康保険特別会計歳

入歳出決算認定につい

て 

保険年金課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入 9,297,783,955円 

      歳出 8,968,673,259円 

80 

平成 28 年度田原市公

共下水道事業特別会計

歳入歳出決算認定につ

いて 

下水道課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入 1,719,727,445円 

      歳出 1,656,688,078円 

81 

平成 28 年度田原市農

業集落排水事業特別会

計歳入歳出決算認定に

ついて 

下水道課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入 948,653,239円 

      歳出 850,958,563円 

82 

平成 28 年度田原市田

原福祉専門学校特別会

計歳入歳出決算認定に

ついて 

田原福祉専

門学校 

地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入 124,160,680円 

      歳出 124,154,089円 

83 

平成 28 年度田原市介

護保険特別会計歳入歳

出決算認定について 

高齢福祉課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入 4,624,366,114円 

      歳出 4,234,456,295円 

84 

平成 28 年度田原市後

期高齢者医療特別会計

歳入歳出決算認定につ

いて 

保険年金課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入 690,265,155円 

      歳出 686,515,044円 

85 

平成 28 年度田原市水

道事業会計利益の処分

及び決算認定について 

水道課 利益処分について、地方公営企業法第 32条第

2項の規定により議会の議決に付すもの。また、

同法第30条第4項の規定に基づき決算を議会の

認定に付するもの。 

収益的収入及び支出 収入 1,353,020,590円 

          支出 1,310,198,928円 

資本的収入及び支出 収入    44,510,360円 

         支出   391,297,624円 



３ 

報告 

番号 件   名 担当課 備        考 

10 

平成 28 年度田原市一

般会計継続費の精算に

ついて 

財政課 地方自治法施行令第145条第2項の規定によ

り、報告するもの。 

11 

地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に

基づく健全化判断比率

について 

財政課 地方公共団体の財政の健全化に関する法律

第3条第1項の規定により、報告するもの。 

 実質赤字比率、連結実質赤字比率：なし 

実質公債費比率 6.4％ 

将来負担比率 なし 

12 

地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に

基づく資金不足比率に

ついて 

財政課 地方公共団体の財政の健全化に関する法律

第22条第1項の規定により、報告するもの。 

資金不足比率 なし 

13 

損害賠償の額の決定及

び和解について 

下水道課 地方自治法第180条第2項の規定により、損

害賠償の額の決定と和解についての専決処分

の内容について報告するもの。 

平成 29年 6月 15日午後 6時 30分頃市道仲

大辻線（南神戸町仲地内）において、道路上に

あるマンホールを通過した際、マンホールの鉄

蓋が跳ね上がり、通行車両のタイヤを損傷した

事故について。 

専決処分日 平成29年8月3日 

損害賠償の額 9,180円 

地方自治法第180条第2項の規定により、損

害賠償の額の決定と和解についての専決処分

の内容について報告するもの。 

平成 29年 6月 18日午後 1時 30分頃市道仲

大辻線（南神戸町仲地内）において、道路上に

あるマンホールを通過した際、マンホールの鉄

蓋が跳ね上がり、通行車両のタイヤ及びホイー

ル、バンパーを損傷した事故について。 

専決処分日 平成29年8月3日 

損害賠償の額 397,995円 

 

 

議案数 16件 

人事案件 1件 

条例 3件 

新設 1件 

一部改正 2件 

単行 1件 

予算 3件 
補正予算 3件 

決算 8件 

報告 4件 



 平成２９年度９月補正予算（案）について                H29.8.23 

 

１． 一般会計補正予算（第２号）（案）の概要 

○更正の請求に基づき、法人市民税の還付金を増額する。 

○定住・移住促進奨励金を増額する。 

○道路整備関連事業費を増額する。 

 
【総括表】                            （単位：千円） 

区 分 補正前の額 補 正 額 補正後の額 

歳入・歳出 ２７，９８４，３０２ ５５７，５３９ ２８，５４１，８４１ 
 

【歳出】                                 （単位：千円）     

補正額 主な内訳 

５５７，５３９ 
（８課１３事業） 

法人市民税還付金 

定住・移住促進奨励金 

道路改良、交通安全施設整備等 

434,208 

14,000 

101,900 
 

【歳入】                                           （単位：千円） 

補正額 主な内訳 

５５７，５３９ 
市税（法人市民税、固定資産税） 

前年度繰越金 

500,000 

56,391 
 
 

【債務負担行為】                          （単位：千円） 

事 項 期 間 限度額 

斎場整備事業 
（造成設計・基本設計・実施設計） 

平成 29 年度から 
平成 30 年度まで 

120,345 

豊橋・田原ごみ処理広域化関連事業 
（環境影響評価書策定） 

平成 30 年度から 
平成 31 年度まで 

1,462 
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２. 特別会計の補正 

特別会計名 補正額（千円） 主な内容 

国民健康保険 １０，９２９ 

平成 28 年度の退職者医療費給付費等交付金の確定・精

算による支払基金支出金の返還金 

【歳入】 前年度繰越金     10,929千円 

【歳出】 支払基金交付金返還金  10,929千円 

介護保険 １６９，０４１ 

平成 28 年度の介護給付費等の確定・精算による国庫支

出金等の返還金 

【歳入】 地域支援事業交付金（過年度分）587千円 

前年度繰越金       168,454千円 

【歳出】 支払基金負担金返還金    10,410千円 

国庫支出金返還金     121,183千円 

県費支出金返還金      37,448千円 

 



田 原 市

平成２９年８月２３日  
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平成２８年度一般会計・特別会計・企業会計決算の概要 

一般会計

１ 決算規模 

歳入総額  ３０６億６，００５万円 （前年度比△７.０％）
前年度 ３２９億７，９８２万円

歳出総額  ２９３億８，７６２万円 （前年度比△３.７％）
前年度 ３０５億２，３６９万円

＊表示単位未満四捨五入

歳入総額は３０６億６，００５万円で、前年度に比べ２３億１，９７７万円、７.０％の減少
となりました。

歳出総額は２９３億８，７６２万円で、前年度に比べ１１億３，６０７万円、３.７％の減少
とりました。

この結果、繰越事業に充当される財源２億１，６９１万円を除くと実質収支額は１０億５，

５５３万円となりました。

〔単位：千円、％〕

区 分 ２８年度 ２７年度 増減額 増減率 ２６年度 

歳入総額 ３０,６６０,０５１ ３２,９７９,８１９ △２,３１９,７６８ △７.０ ３２,２３４,０５４ 

歳出総額 ２９,３８７,６１８ ３０,５２３,６９４ △１,１３６,０７６ △３.７ ３０,４１６,９７８ 

歳入歳出差引 １,２７２,４３３ ２,４５６,１２５ △１,１８３,６９２ △４８.２ １,８１７,０７６ 

翌年度へ繰り越すべ

き財源 
２１６,９０６ １６８,９２７ ４７，９７９ ２８.４ ２０８,１３１ 

実質収支額 １,０５５,５２７ ２,２８７,１９８ △１,２３１,６７１ △５３.９ １,６０８,９４５ 

２ 歳入決算の特徴  

（１）市税 

歳入の大半を占める市税は、１７０億４千３百万円で、前年度に比べ８億５千９百万円、

４．８％の減少となりました。減少の主な要因は法人市民税で、前年度に比べ１０億１千５

百万円、１８．５％の減少となりました。

（２）地方交付税 

地方交付税は、２６億２千万円で、普通交付税において２６年度から合併算定替の縮減が

開始されたことなどの要因により、前年度に比べ８億９百万円、２３．６％の減少となりま

した。 

（３）国庫支出金 

国庫支出金は、２３億３千２百万円で、認定こども園整備終了に伴う保育所緊急整備事業

補助金等の減少により、前年度に比べ１億１千万円、４．５％の減少となりました。 

（４）県支出金 

県支出金は、１８億６千５百万円で、前年度に比べ１千７百万円、０．９％の減少となり

ました。ＪＡ愛知みなみの施設整備に対する園芸農産物振興・農産物流通対策事業補助金の

減少が主な要因となっています。 

（５）寄附金 

寄附金は、１億６千７百万円で、前年度に比べ１億６千万円、２，１７５．１％の増加と

なりました。ふるさと応援寄附金の大幅な増加が主な要因となっています。 
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（６）繰入金 

 繰入金は、４千７百万円で、前年度に比べ６億７千万円、９３．５％の減少となりまし

た。昨年度は財源不足を補うために財政調整基金から６億８千５百万円の繰入れを行いま

したが、本年度は財政調整基金からの繰入を行わず、基金残高の確保を図ったことにより

減少となりました。 

（７）市債 

市債は、田原駅周辺整備や福江地区まちづくり事業等に対する借入れのほか、臨時財政

対策債を３億５千万円発行しましたが、臨時財政対策債の借入金額が昨年度より２億円減

少したことにより、総額１１億４千２百万円、前年度比５千３百万円、４．４％の減少と

なりました。

３ 歳出決算の特徴と主な事業

（１）総務費 

総務費は３３億９百万円〔△14.4％、△5.6 億円〕で、大規模事業推進基金への積立金

の減少等により減少となりました。 

決算額 

（対前年度伸び率） 

財政調整基金・ふるさと応援基金等積立

まち・ひと・しごと創生推進（定住・移住促進奨励金など）

シティセールス推進

４億９千１百万円

（41.0%減）
６千２百万円

（668.7%増）
５千５百万円

（5,439.3%増）

（２）民生費 

民生費は８０億１千１百万円〔1.4％、1.1 億円〕で、低所得者に対する臨時福祉給付

金等により増加となりました。 

臨時福祉給付金支給（年金生活者等臨時福祉給付金含）

認定こども園・幼稚園運営支援（施設型給付費など）

１億７千３百万円

（162.3%増）
２億４百万円

（730.6%増）

（３） 衛生費 

衛生費は２６億５千２百万円〔14.5％、3.4 億円〕で、新たに造成した地域医療推進基

金への積立金等により増加となりました。 

地域医療確保対策（地域医療推進基金積立） ３億１百万円

（皆増）

公的病院運営支援 ２億円

（72.0%増）
ごみ収集 ２億７千１百万円

（0.2%増）

（４）農林水産業費 

農林水産業費は１９億９千９百万円〔△28.9％、△8.1 億円〕で、土地改良区への農道

舗装償還金の償還終了や園芸農産物振興・農産物流通対策事業補助金の減少等により大幅

な減少となりました。 
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農業経営活性化

（ＪＡ愛知みなみライスセンター施設整備補助など）

４億３千７百万円

（14.9%減）
農村振興総合整備（集落環境整備) ７千２百万円

（35.3%増）

（５）商工費 

商工費は９億９千２百万円〔13.8％、1.2 億円〕で、企業立地奨励金の交付増により増

加となりました。 

立地誘導・活動支援（企業立地奨励金など） ５億７百万円

（75.3%増）

（６）土木費 

土木費は４０億５千３百万円〔2.4％、1.0 億円〕で、田原地区まちづくり事業等により

増加となりました。 

田原地区まちづくり（用地取得・測量設計など） ７億７千４百万円

（1,023.0%増）
道路整備（道路改良・交通安全施設整備など） ４億２千２百万円

（32.0%減）
公共交通推進（コミュニティバス関係） １億５千１百万円

（3.1％増）

（７）消防費 

消防費は１６億２千９百万円〔△9.7％、△1.8 億円〕で、消防車両整備事業の減少等に

より減少となりました。 

防災施設整備（津波避難マウンド整備） １億９千６百万円

（716.9%増）
消防団施設整備（消防団詰所・車庫整備） ６千３百万円

（28.4%減）
救急車両整備 ３千３百万円

（皆増）

（８）教育費 

教育費は３５億４百万円〔1.2％、0.4 億円〕で、野田小学校屋内運動場整備事業等によ

り増加となりました。 

小学校管理運営（長寿命化、廃校解体工事など） ２億４千８百万円

（43.0％減）
野田小学校整備（屋内運動場整備） ３億８千９百万円

（2,821.7%増）
白谷海浜公園陸上競技場運営（第 4種公認更新など） ６千２百万円

（411.1％増）
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特別会計

国民健康保険、公共下水道事業、農業集落排水事業、田原福祉専門学校、介護保険及び後期高

齢者医療の６特別会計の決算総額は次のとおりです。

歳入決算額は１７４億４９６万円で、前年度に比べ３億５，６４９万円の減少となりました。

歳出決算額は１６５億２，１４５万円で、前年度に比べ８億８９万円の減少となりました。

（単位：千円、％）

会 計 

決   算   額 

歳  入 歳  出 

２８年度 ２７年度 増減率 ２８年度 ２７年度 増減率 

国民健康保険 9,297,784 9,310,641 △0.1 8,968,673 9,159,456 △2.1 

公共下水道事業  1,719,727 1,943,018 △11.5 1,656,688 1,893,148 △12.5 

農業集落排水事業 948,653 1,129,476 △16.0 850,959 1,043,264 △18.4 

田原福祉専門学校 124,161 119,556 3.9 124,154 119,359 4.0 

介護保険 4,624,366 4,606,760 0.4 4,234,456 4,456,829 △5.0 

後期高齢者医療 690,265 651,996 5.9 686,515 650,279 5.6 

計 17,404,956 17,761,447 △2.0 16,521,445 17,322,335 △4.6 

◆一般会計及び特別会計の決算規模（水道事業会計を除く） 

  歳入総額  ４８０億６,５０１万円（前年度比△5.3％） 
          ２７年度決算歳入総額 ５０７億４,１２７万円 

  歳出総額  ４５９億９０６万円（前年度比△4.0％） 
          ２７年度決算歳出総額 ４７８億４,６０３万円 

企業会計

 水道事業会計 

 消費税等込み（単位：千円、％） 

区分 ２８年度 ２７年度 増減額 増減率 

収益的収入 1,353,021 1,391,171 △38,150 △2.7 

収益的支出 1,310,199 1,289,776 20,423 1.6 

差引 42,822 101,395 △58,573 △57.8 

資本的収入 44,510 33,948 10,562 31.1 

資本的支出 391,298 363,295 28,003 7.7 

差引 △346,788 △329,347 △17,441 △5.3 
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健全化判断比率及び資金不足比率

（単位：％）

区分 ２８年度 ２７年度 早期健全化基準（注） 財政再生基準 

実質赤字比率 ― ― １２．１９ ２０．００ 

連結実質赤字比率 ― ― １７．１９ ３０．００ 

実質公債費比率 ６．４ ７．７ ２５．０ ３５．０ 

将来負担比率 ― ― ３５０．０  

資金不足比率 ― ― ２０．００  

（注）資金不足比率については、「経営健全化基準」となります。

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「―」表示は、実質赤字及び連結実質赤字がないことを

表します。

将来負担比率の「―」表示は、将来負担額を充当可能財源額が上回っていることを表します。

資金不足比率の「―」表示は、資金不足が生じていないことを表します。

他の数値はいずれも早期健全化基準等を下回るため健全な状況であるといえます。
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予算現額に対する

歳　入

31,400,751 30,660,051 29,387,618 97.6

17,474,068 17,404,956 16,521,445 99.6

9,206,930 9,297,784 8,968,673 101.0

1,725,352 1,719,727 1,656,688 99.7

863,849 948,653 850,959 109.8

133,956 124,161 124,154 92.7

4,802,942 4,624,366 4,234,456 96.3

741,039 690,265 686,515 93.1

48,874,819 48,065,007 45,909,063 98.3

国 民 健 康 保 険

平　　成　　２　　８　　年　　度　　会　　計　

公 共 下 水 道 事 業

一 般 会 計

特 別 会 計

合　　　　計

歳出総額（Ｂ）歳入総額（Ａ）

田原福祉専門学校

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

予算現額

農業集落排水事業
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（単位：千円）

決算額の比率（％） 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越す 実質収支 単年度収支 平成２７年度

歳　出 (Ａ)－(Ｂ)　　(Ｃ) べき財源　（Ｄ） (Ｃ)－(Ｄ) 　 (Ｅ) (Ｅ)－(Ｆ) 実質収支 (Ｆ)

93.6 1,272,433 216,906 1,055,527  1,231,671 2,287,198

94.5 883,511 502 883,009 443,897 439,112

97.4 329,111 0 329,111 177,926 151,185

96.0 63,039 502 62,537 12,667 49,870

98.5 97,694 0 97,694 11,482 86,212

92.7 7 0 7  190 197

88.2 389,910 0 389,910 239,979 149,931

92.6 3,750 0 3,750 2,033 1,717

93.9 2,155,944 217,408 1,938,536  787,774 2,726,310

　　別　　決　　算　　額
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一　般　会　計　歳　入　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 市 税 17,042,839 55.6  4.8 17,902,325 54.3

2 地 方 譲 与 税 434,491 1.4  1.9 442,692 1.3

3 利 子 割 交 付 金 10,556 0.0  50.7 21,415 0.1

4 配 当 割 交 付 金 49,800 0.2  25.9 67,218 0.2

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

25,716 0.1  62.9 69,282 0.2

6
地 方 消 費 税
交 付 金

1,184,779 3.9  10.0 1,316,725 4.0

7
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

15,199 0.0  2.0 15,510 0.0

8
自 動 車 取 得 税
交 付 金

176,901 0.6 4.3 169,679 0.5

9 地 方 特 例 交 付 金 34,187 0.1 33.7 25,561 0.1

10 地 方 交 付 税 2,619,812 8.5  23.6 3,428,882 10.4

11
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

12,308 0.0  4.6 12,904 0.0

12
分 担 金 及 び
負 担 金

29,685 0.1 12.9 26,303 0.1

13
使 用 料 及 び
手 数 料

740,458 2.4  1.4 750,653 2.3

14 国 庫 支 出 金 2,331,619 7.6  4.5 2,441,605 7.4

15 県 支 出 金 1,864,582 6.1  0.9 1,881,356 5.7

16 財 産 収 入 134,560 0.4 10.7 121,576 0.4

17 寄 附 金 167,336 0.6 2,175.1 7,355 0.0

18 繰 入 金 46,940 0.2  93.5 717,149 2.2

19 繰 越 金 1,856,125 6.1 14.8 1,617,076 4.9

20 諸 収 入 740,658 2.4  1.3 750,553 2.3

21 市 債 1,141,500 3.7  4.4 1,194,000 3.6

30,660,051 100.0  7.0 32,979,819 100.0

31,400,751  3.1 32,396,063

 740,700  226.9 583,756

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越財源充当額」を含む。

平 成 ２ ７ 年 度
区　　　　分

平 成 ２ ８ 年 度

差引（Ａ）－（Ｂ）

予算現額（Ｂ）

歳入合計（Ａ）
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一　般　会　計　歳　出　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 212,013 0.7  6.9 227,643 0.7

2 3,308,587 11.3  14.4 3,864,199 12.7

3 8,011,308 27.3 1.4 7,898,127 25.9

4 2,652,221 9.0 14.5 2,316,537 7.6

5 22,182 0.1 0.0 22,193 0.1

6 1,998,594 6.8  28.9 2,810,848 9.2

7 980,817 3.3 12.9 868,830 2.8

8 4,053,240 13.8 2.4 3,956,779 13.0

9 1,629,004 5.5  9.7 1,804,628 5.9

10 3,503,894 11.9 1.2 3,463,504 11.3

11 13,512 0.1 55.3 8,699 0.0

12 3,002,246 10.2  8.5 3,281,707 10.8

13 0 0.0 0.0 0 0.0

14 0 0.0 0.0 0 0.0

29,387,618 100.0  3.7 30,523,694 100.0

31,400,751  3.1 32,396,063

2,013,133 7.5 1,872,369

1,018,738 81.7 560,681

994,395  24.2 1,311,688

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越額」を含む。

土 木 費

農 林 水 産 業 費

教 育 費

商 工 費

労 働 費

衛 生 費

民 生 費

平 成 ２ ８ 年 度 平 成 ２ ７ 年 度
区　　　　分

総 務 費

議 会 費

予算現額（Ｂ）

差引 (Ｂ)－(Ａ)＝(Ｃ)

消 防 費

歳出合計（Ａ）

（Ｃ）の
内　 訳

不用額

翌年度
繰越額

諸 支 出 金

公 債 費

災 害 復 旧 費

予 備 費
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（単位：千円）

区　分 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度
前年比
増減

個人市民税 3,467,302 3,711,385 3,728,040 3,586,642 3,703,266 3.3

法人市民税 883,023 868,074 6,310,784 5,492,085 4,476,872 △ 18.5

市民税 計 4,350,325 4,579,459 10,038,824 9,078,727 8,180,138 △ 9.9

固定資産税 8,320,196 8,080,752 7,757,694 7,652,473 7,672,337 0.3

軽自動車税 160,518 162,230 164,724 168,570 199,800 18.5

市たばこ税 431,330 496,439 462,892 476,631 439,357 △ 7.8

鉱産税 201 310 250 220 125 △ 43.2

特別土地保有税 400 476 0 0 0 －

入湯税 0 0 0 0 19,748 100.0

都市計画税 533,993 535,028 539,736 525,704 531,334 1.1

市税 合計 13,796,963 13,854,694 18,964,120 17,902,325 17,042,839 △ 4.8

市税の推移
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平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

基 準 財 政 需 要 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 11,587,552 13,816,661 13,833,385

基 準 財 政 収 入 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 10,592,557 13,487,845 16,013,860

0.91 0.98 1.16

0.94 0.95 1.02

普 通 交 付 税 交 付 額
（ 合 併 算 定 替 ）

（千円） 3,471,874 3,143,687 2,424,611

臨時財政対策債発行可能額 （千円） 843,346 550,379 359,474

標準財政規模（臨時財政
対策債発行可能額含む）

（千円） 18,051,559 21,107,270 23,526,477

実 質 収 支 比 率 （％） 8.9 10.8 4.5

74.3 77.4 83.5

(74.3) (79.3) (84.9)

公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ） （％） 6.2 5.5 3.7

積 立 金 現 在 高 （千円） 12,736,795 13,057,024 14,442,167

う ち 財 政 調 整 基 金
現 在 高

（千円） 6,933,329 6,474,080 7,443,368

土 地 開 発 基 金 （千円） 2,806,887 2,803,081 2,804,336

農 地 保 有 合 理 化 基 金 （千円） 100,339 100,414 100,504

地 方 債 現 在 高 （千円） 23,207,034 21,349,638 19,670,128

債 務 負 担 行 為
翌 年 度 以 降 支 出 予 定額

（千円） 14,094,233 12,534,216 12,688,363

※ 経常収支比率の括弧内は、減収補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除
　　いた比率である。

経 常 収 支 比 率 （％）

区　　　　分

財政指数等

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ）

財 政 力 指 数 （ ３ か 年 平 均 ）
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平成27年度末 平成28年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 11,077,370 350,000 1,060,213 96,721 1,156,934 10,367,157

地方公共団体金融機構 339,316 0 48,590 1,506 50,096 290,726

市中金融機関 7,981,632 651,500 1,457,965 64,852 1,522,817 7,175,167

共済等 1,951,320 140,000 254,242 18,157 272,399 1,837,078

21,349,638 1,141,500 2,821,010 181,236 3,002,246 19,670,128

平成27年度末 平成28年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 5,973,095 411,700 393,165 116,609 509,774 5,991,630

地方公共団体金融機構 2,024,770 0 147,089 41,377 188,466 1,877,681

市中金融機関 44,600 21,300 2,230 71 2,301 63,670

8,042,465 433,000 542,484 158,057 700,541 7,932,981

平成27年度末 平成28年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 2,219,880 155,900 113,091 30,694 143,785 2,262,689

地方公共団体金融機構 840,099 0 53,379 18,436 71,815 786,720

市中金融機関 10,000 31,000 500 16 516 40,500

3,069,979 186,900 166,970 49,146 216,116 3,089,909

平成27年度末 平成28年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

32,462,082 1,761,400 3,530,464 388,439 3,918,903 30,693,018

　（単位：千円）

区   分
平成28年度元利償還額

合　計

農業集落排水事業特別会計 　（単位：千円）

区   分
平成28年度元利償還額

3

計

（単位：千円）

区   分
平成28年度元利償還額

2

1

3

計

市債現在高の状況
一般会計 　（単位：千円）

1

2

区   分
平成28年度元利償還額

1

3

4

2

計

公共下水道事業特別会計
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（H29.3.31現在）

　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円

6,471,852 7,091,140

 有価証券（株式） 2,228 2,228

計 6,474,080 7,093,368

 教育文化振興基金  現金預金 117,049 116,847

 緑化推進基金  現金預金 149,799 149,799

 国際交流振興基金  現金預金 193,587 193,587

 大規模事業推進基金  現金預金 3,066,551 3,072,410

 地域福祉基金  現金預金 296,684 335,850

 国民健康保険基金  現金預金 237,201 238,008

 介護保険基金  現金預金 255,605 190,467

 臨海緑化基金  現金預金 737,399 705,033

 災害対策基金  現金預金 1,021,876 1,023,521

 市民協働まちづくり基金  現金預金 1,000,000 1,000,000

 ふるさと応援基金  現金預金 0 115,748

 地域医療推進基金  現金預金 0 300,287

7,075,751 7,441,557

　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円

970,141 1,753,543

 田原市土地開
 発公社貸付金

1,065,983 375,511

 土地 766,952 675,277

計 2,803,076 2,804,331

 現金預金 100,414 100,504

 土地 0 0

計 100,414 100,504

2,903,490 2,904,835

＊有価証券（株式・債券）は、取得価格で表す。

決算年度末現在高

定
額
運
用
基
金

 土地開発基金

 現金預金
783,402

△ 690,472

△ 91,675

1,255

 農地保有合理化基金

90

0

90

合　計 1,345

 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高

300,287

115,748

1,645

特

定

目

的

基

金

△ 202

0

0

5,859

39,166

807

△ 65,138

△ 32,366

0

特定目的基金計 365,806

 財政調整基金

 現金預金
619,288

0

619,288

基金残高の状況

 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高
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